２０１７年度事業計画　　　　　　　　　　　　　　
１　事業方針
昨年５月、成年後見制度利用促進法が施行され内閣府に置かれた成年後見制度利用促進委員会で制度利用促進策と不正防止対策が議論されました。そこでまとまった意見に対し、つばさもパブリックコメントを提出しました。本年３月 24日に成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定されています。これからは、市町村での基本計画策定が求められています。
さて、法人設立後丸五年が経過いたしました。この間、会員７０名及び賛助会員は、

１５２名と増えました。１年目は弁護士が監督人に付くなど言わば試用期間、２年目は監督人も辞任し本格稼働、3年目で財政的にも安定、４年目にして認定NPO法人、つばさ基金設置、事務所も移転、神奈川新聞は「法人後見で先駆的成果」と報じてくれました。

５年目は、厚生労働省の指定課題受託による調査・研究、地域での連携強化など目覚ましいものがありました。特に口腔ケア剤の販売と障がい者の工賃アップに取り組む某株式会社からは、親亡き後問題取り組みと売上の数パーセント寄付の表明がありました。
　６年目の今年度は、市社協や日揮などの助成金も活用し後見業務全般で可能な限り報酬支払いの仕組みを作ります。また組織を改編しニーズに備えます。また、外出支援の一環として保土ケ谷区民まつり等への参加を検討します。
　今年度はこれらを踏まえ、次の目標と事業を定め法人を運営していきます。
＜目標＞

1.相談・申立・受任体制を強化し、地域での制度利用促進に努めます。
2.第６回担当者養成講座を開講し、人材確保・養成に努めます。
  3.常勤の法人事務局員を確保し、法人運営体制を強化します。
２　事業内容
　（１）成年後見人等の法人受任に関する事業
・内容　　　　受任した成年被後見人への後見業務実施　
・日時　　　　通年

・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　                  延べ　100人
・受益対象者　 　　　　　         　　 50人
・支出予算見込額　　　　　　　　 約600万円
　（２）成年後見制度利用相談・申立支援・法人受任に関する事業
・内容　　　　事務所及び出張による相談・申立支援
・日時　　　　通年　
・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　                  延べ  70人
・受益対象者　　　                　 600人
・支出予算見込額　        　　　　約50万円

　（３）成年後見制度の普及・啓発など権利擁護に関する事業
・内容　　権利擁護に関する研修会等への講師派遣
　　　　　権利擁護に関する関係団体との交流
　　　　　プロジェクトチームによる後見的支援の推進　

・日時　　通年

・場所　　国内
・従事者人員　　                延べ  70人
・受益対象者　　　                 1,000人
・支出予算見込額　               約20万円
　（４）その他事業
・内容　　　　任意契約　
・日時　　　　通年

・場所　　　　横浜市内
・従事者人員　延べ　　　　        　  5人
・受益対象者　 　　　　　         　　2人
・支出予算見込額　　　　　　　　約10万円
資料１








